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日 時 平成 23 年３月 17 日(木)15：00～ 

場 所 西鉄イン福岡 大ホール 

 

 

 

Ⅰ 開会 

 

Ⅱ 審議事項 

 次期高齢者保健福祉計画の策定について 

 

Ⅲ 報告事項 

 福岡市高齢者保健福祉計画の実施状況について 

 国の動向 

 

Ⅳ 閉会 
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小　山　寿美子 福岡県社会福祉士会

川　口　秀　子 福岡県介護福祉士会

熊　谷　敦　子 福岡市議会議員

古　賀　清　惠 ＮＰＯ笑顔

佐　藤　芙美子 被保険者代表（公募）

柴　口　里　則 福岡県介護支援専門員協会

下　郡　貴美恵 被保険者代表（公募）

白　津　陽　一 被保険者代表（公募）

竹之内　徳　盛 福岡市老人クラブ連合会

田　代　多恵子 福岡県看護協会

手　塚　裕　一 (社)福岡県高齢者能力活用センター

中　山　郁　美 福岡市議会議員

長　柄　　　均 福岡市医師会

鳩　野　洋　子 九州大学

廣津留　珙　子 福岡市介護保険事業者協議会

松　尾　龍　人 福岡市民生委員児童委員協議会
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（敬称略・50音別）
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資料１ 

 

 
 
 
 
 
 

次期高齢者保健福祉計画の策定について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



１．計画策定体制及び調査協議項目（案） 

 

市長

地域包括支援ｾﾝﾀｰ
運営協議会

諮問

答申

意見公表

保健福祉審議会

高齢者保健福祉専門分科会

高齢者支援事業部会

介護給付費・基盤整備部会

事務局：高齢者施策推進課

事務局：介護保険課

事務局：高齢者施策推進課

連携

パブリック・コメント

議会連携

高齢者保健福祉専門分科会

高齢者支援事業部会
　○老人福祉計画及び介護保険事業計画に関すること並びに
　　これらと密接に関連する高齢者保健福祉施策に関すること
　　・高齢者保健福祉施策のあり方（総論）
　　・生きがい関係施策に関する事項
　　・地域支援事業（介護予防事業・包括的支援事業・任意
　　事業）に関する事項
　　・地域支援事業の計画値を策定するために必要な事項等

介護給付費・基盤整備部会
　○介護保険事業計画に関すること
　　・要介護認定者数・介護サービス利用者数の見込み
　　・各サービス利用量の見込み
　　・介護基盤等の見込み
　　・介護給付費の計画値を策定するための必要な事項等

【調査審議項目】

 

-1-



２．次期計画スケジュール（案） 

月 全体スケジュール 審議会・専門分科会 

2   
 

3 

 

 

 

 

○高齢者保健福祉専門分科会 

 

4 

  

 

5 

 

■計画策定方針の決定 

 

 

■保健福祉審議会への諮問 

○高齢者保健福祉専門分科会① 

6 

 

 

・高齢者支援事業部会① 

・介護給付費・基盤整備部会① 

 

7 

 ・高齢者支援事業部会② 

・介護給付費・基盤整備部会② 

○高齢者保健福祉専門分科会② 

8 

 
・高齢者支援事業部会③ 

・介護給付費・基盤整備部会③ 

9 

骨

子 

・ 

サ

｜

ビ

ス

目

標

量

等

の

検

討 

 

 
・高齢者支援事業部会④ 

・介護給付費・基盤整備部会④ 

 

10 

■計画素案の作成 

 

■議会報告（計画素案） 

○高齢者保健福祉専門分科会③ 

 

○高齢者保健福祉専門分科会④ 

11 
  

12 

中
間
と 
り
ま
と
め ■パブリックコメント（市民説明会） 

 

 

1 

 

 
 
○高齢者保健福祉専門分科会⑤ 

（答申案） 

■保健福祉審議会（答申） 

2 

計
画
原
案
策
定 

■計画案決定 

 

 

3 

計
画
決
定 

 

■３月議会（介護保険条例改正） 

■計画決定 

 

国の基本指針提示 
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３ 福岡市保健福祉審議会高齢者保健福祉専門分科会運営要綱の改正 
 

 

福岡市保健福祉審議会高齢者保健福祉専門分科会運営要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，福岡市保健福祉審議会条例第７条第１項第２号の規定に基づいて設置される，

福岡市保健福祉審議会高齢者保健福祉専門分科会（以下「専門分科会」という。）の運営に関し必

要な事項について定める。 

 

（部会） 

第２条 専門分科会に，次の各号に掲げる部会を設置する。 

(1) 高齢者支援事業部会 定数１０名以内 

(2) 介護給付費・基盤整備部会 定数１０名以内 

２ 前項各号に定める部会の所掌事務は，別表に掲げるとおりとする。 

３ 部会は，部会長が招集し，部会長がその議長となる。 

４ 部会は，部会に属する委員及び臨時委員の過半数が出席しなければ，会議を開くことができな

い。 

５ 部会の議事は，出席した委員及び臨時委員の過半数で可決し，可否同数の時は，部会長の決す

るところによる。 

６ 部会は，必要があると認めるときは，会議に参考人の出席を求め，意見を聴くことができる。 

７ 部会の会長は，部会における調査審議の結果を専門分科会長（以下「分科会長」という。）に報

告するものとする。 

８ 部会の会議は，公にすることにより，率直な意見の交換が不当に損なわれるおそれや市民の間

に不当に混乱を生じさせるおそれがあることから，これを非公開とする。 

 

（会議の公開） 

第３条 専門分科会の会議は，これを公開する。 

２ 議題を非公開とする場合の決定は分科会長に一任する。 

 

（傍聴人の定員） 

第４条 傍聴人の定員は３０名以内とする。 

 

（傍聴手続） 

第５条 傍聴を希望する者に傍聴整理券を配布し，傍聴を希望する者が定員を超えた場合は抽選 

により決定する。 

２ 傍聴人は傍聴受付で必要事項を記入して，係員の指示により傍聴席に着かなければならない。 

 

（傍聴することができない者） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する者は，傍聴することができない。 

(1) 酒気を帯びていると認められる者 
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(2) 凶器の類等他人に危害を加えるおそれがある物品を携帯している者 

(3) はち巻，ビラ，プラカード，旗の類等議事を妨害するおそれがある物品を携帯又は着用してい

る者 

(4)  その他円滑な議事の運営を妨害し，又は他人に迷惑を及ぼすおそれがあると認められる者 

 

（傍聴人の守るべき事項） 

第７条 傍聴人は静粛を旨とし，次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 会場における言論に対して拍手その他の方法により公然と賛否を表明しないこと 

(2) 談笑，騒ぎ立てること，みだりに席を離れること等議事の妨げ又は他人の迷惑となる行為をし

ないこと 

(3) 飲酒又は喫煙をしないこと 

(4) 携帯電話の受信音を出さないこと 

(5) 写真撮影，録画，録音等を行わないこと。ただし，分科会長の許可を得た場合を除く 

(6) その他議事の秩序を乱し，又は議事の妨害となるようなことをしないこと 

 

（傍聴人の退場） 

第８条 傍聴人がこの要綱に違反するときは，分科会長はこれを制止し，それでもなおその指示に

従わず，会議の目的が達成できないと認められる場合は，当該傍聴人を退場させる，或いは当該

会議を中止する等の措置を講ずることができる。 

 

（庶務） 

第９条 専門分科会の庶務は，保健福祉局高齢者・障がい者部高齢者施策推進課において処理する。 

２ 部会の庶務は，保健福祉局の所管課において処理する。 

 

 

 

附 則 

１ この要綱は，平成２０年４月１日より施行する。 

２ 最初の部会は，第２条第３項の規定にかかわらず高齢者保健福祉専門分科会長が招集する。 

 

  附 則 

１ この要綱は，平成  年 月 日より施行する。 
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別表(第２条関係) 

 

 

部会の所掌事務 

 

 

１ 高齢者支援事業部会 

 

○ 当該部会は，老人福祉計画の総論及び生きがい関係施策と介護保険事業計画の地域支援事業

関係等の在宅施策を主に担当し，検討していくものとする。 

 

(1) 今後の高齢者保健福祉施策のあり方（総論）と生きがい関係施策のあり方 

(2) 地域支援事業（介護予防事業，包括的支援・任意事業）の対象者の推計に関すること 

(3) 地域支援事業（介護予防事業，包括的支援・任意事業）の目標量及び費用の見込みに関 

すること 

（ただし，包括的支援事業のうち地域包括支援センター運営協議会の決定事項に係るものを

除く。） 

(4) その他介護予防に必要な事業等の保健福祉事業の実施に関する事項 

 

 

２ 介護給付費・基盤整備部会 

 

 ○ 当該部会は，介護保険事業計画における介護サービスの見込みや基盤整備の推進などの事項

を主に担当し，検討していくものとする。 

 

(1) 要介護認定者数等及び介護サービス（介護保険施設・地域密着型サービス，居住系サービス，

居宅系サービス）の利用見込みに関すること 

(2) 介護保険施設及び介護保険外施設の整備に関すること 

  (3) 市町村特別給付に関すること 

(4) その他介護給付費の見込みを策定するために必要な事項や介護保険事業の円滑な推進に関 

すること 
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福岡市保健福祉審議会高齢者保健福祉専門分科会運営要綱 新旧対照表 
                                                                                                         

現  行 改 正 案 改 正 理 由 

 
 

第１条～第８条 （ 略 ） 

 
 
 
（庶務） 

第９条 専門分科会の庶務は，保健福祉局高齢者・障がい者施策

推進部施策推進課において処理する。 
２ 部会の庶務は，保健福祉局の所管課において処理する。 
 
 

 

 

第１条～第８条 （ 略 ） 

 

 

 

（庶務） 
第９条 専門分科会の庶務は，保健福祉局高齢者・障がい者部高

齢者施策推進課において処理する。 
２ 部会の庶務は，保健福祉局の所管課において処理する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更によるもの 

-
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 福岡市保健福祉審議会高齢者保健福祉専門分科会運営要綱 新旧対照表 
 

現  行 改 正 案 改 正 理 由 

別表(第２条関係) 
 
部会の所掌事務 
 
１  （ 略 ） 
 
２ 介護給付費・基盤整備部会 
 
 ○ 当該部会は，介護保険事業計画における介護サービスの見

込みや基盤整備の推進などの事項を主に担当し，検討してい

くものとする。 
 

(1) 要介護認定者数等及び介護サービス（介護保険施設・地

域密着型サービス，居住系サービス，居宅系サービス）の利

用見込みに関すること 
(2) 介護保険施設及び介護保険外施設の整備に関すること 

  (3) 市町村特別給付に関すること 
  (4) 地域密着型サービスの指定等に関すること 

(5) その他介護給付費の見込を策定するために必要な事項や

護保険事業の円滑な推進に関すること介  
 

別表(第２条関係) 
 
部会の所掌事務 
 
１  （ 略 ） 

 

２ 介護給付費・基盤整備部会 
 
 ○ 当該部会は，介護保険事業計画における介護サービスの見

込みや基盤整備の推進などの事項を主に担当し，検討してい

くものとする。 
 

(1) 要介護認定者数等及び介護サービス（介護保険施設・地

域密着型サービス，居住系サービス，居宅系サービス）の利

用見込みに関すること 
(2) 介護保険施設及び介護保険外施設の整備に関すること 

  (3) 市町村特別給付に関すること 
  (4) その他介護給付費の見込みを策定するために必要な事項

や介護保険事業の円滑な推進に関すること 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域密着型サービスの指定等

に関することを削除 

（地域密着型サービス運営委員

会で指定等を行っているため） 

-
7
-



４．部会委員構成（案）

 氏      名 団体名・役職等

青　木　　武 福岡市自治協議会等７区会長会

井　上　昭　義 被保険者代表（公募）

内　田　秀　俊 認知症の人と家族の会福岡県支部

遠　藤　文　彦 福岡市社会福祉協議会常務理事

古　賀　清　惠 ＮＰＯ笑顔

佐　藤　芙美子 被保険者代表（公募）

竹之内　　徳盛 福岡市老人クラブ連合会

手　塚　裕　一 (社)福岡県高齢者能力活用センター

松　尾　龍　人 福岡市民生委員児童委員協議会

（敬称略・50音別）

 氏      名 団体名・役職等

浦　田　　裕 西日本新聞社論説委員会

大　木　麻美子 福岡市老人福祉施設協議会

小　山　寿美子 福岡県社会福祉士会

川　口　秀　子 福岡県介護福祉士会

柴　口　里　則 県介護支援専門員協会（水光会地域総合ケアセンター長）

下　郡　貴美恵 被保険者代表（公募）

白　津　陽　一 被保険者代表（公募）

田　代　多恵子 福岡県看護協会

廣津留　珙　子 福岡市介護保険事業者協議会

（敬称略・50音別）

○　高齢者支援事業部会

○　介護給付費・基盤整備部会
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○ 福岡市保健福祉審議会条例 

平成19年福岡市条例第11号  

 

 

（設置） 

第１条 社会福祉をはじめとした保健福祉施策を総合的に推進するため，社会福祉法（昭

和26年法律第45号。以下「社福法」という。）第７条第１項に規定する地方社会福祉

審議会，障害者基本法（昭和45年法律第84号。以下「障基法」という。）第26条第１

項に規定する地方障害者施策推進協議会及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律

(昭和25年法律第123号。以下「精神保健福祉法」という。）第９条第１項に規定する

地方精神保健福祉審議会として，福岡市保健福祉審議会（以下「審議会」という。）を

置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は，次に掲げる事項について調査審議し，市長の諮問に答え，意見を述べ

るほか必要な事務を処理するものとする。 

(1) 社福法第７条に規定する社会福祉に関すること。 

(2) 障基法第26条第2項に規定する障がい者施策に関すること。 

(3) 精神保健福祉法第９条に規定する精神保健及び精神障がい者福祉に関すること。 

(4) その他市長が特に必要と認めること。 

（組織） 

第３条 審議会は，委員35人以内で組織する。 

２  特別の事項を調査審議するため必要があるときは，審議会に臨時委員を置くことがで

きる。 

（委員） 

第４条 審議会の委員及び臨時委員は，社福法第９条に規定する者のうちから，市長が任

命する。 

２ 委員の任期は，３年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 

３ 委員は，再任されることができる。 

４ 臨時委員は，当該特別の事項に関する調査審議が終了したときは，解任されるものと

する。 

５ 委員及び臨時委員は，その職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。その職

を退いた後も，また同様とする。 

（委員長及び副委員長） 

第５条 審議会に委員長及び副委員長を置き，委員の互選によってこれを定める。 

２ 委員長は，会務を総理し，審議会を代表する。 

３ 副委員長は，委員長を補佐し，委員長に事故があるとき，又は委員長が欠けたときは，

その職務を代理する。 
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（会議） 

第６条 審議会の会議は，委員長が招集し，委員長がその議長となる。 

２ 委員長は，委員の4分の1以上が審議すべき事項を示して招集を請求したときは，審

議会を招集しなければならない。 

３ 審議会は，委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数が出席しなければ，会議を開

くことができない。 

４ 審議会の議事は，出席した委員及び議事に関係のある臨時委員の過半数をもって決し，

可否同数のときは，委員長の決するところによる。 

（専門分科会） 

第７条 審議会は，専門の事項を調査審議するため，次の各号に掲げる専門分科会を置き，

当該各号に定める事項を調査審議するものとする。 

(1) 地域保健福祉専門分科会 地域保健福祉に関する事項 

(2) 高齢者保健福祉専門分科会 高齢者の保健福祉に関する事項 

(3) 障がい者保健福祉専門分科会 社福法第11条第１項に規定する身体障がい者の福祉

に関する事項その他障がい者の保健福祉に関する事項 

(4) 健康づくり専門分科会 健康づくりに関する事項 

(5)  民生委員審査専門分科会 社福法第11条第１項に規定する民生委員の適否の審査に

関する事項 

２ 審議会は，前項各号に定める事項以外の事項を調査審議するため，必要に応じその他

の専門分科会を置くことができる。 

３ 専門分科会の委員は，審議会の委員及び臨時委員のうちから委員長が指名する。 

４ 専門分科会に専門分科会長（以下この条において「分科会長」という。）及び副専門

分科会長（以下この条において「副分科会長」という。）を置き，委員の互選によって

これを定める。 

５ 分科会長は，専門分科会の会務を総理する。 

６ 副分科会長は，分科会長を補佐し，分科会長に事故があるとき，又は分科会長が欠け

たときは，その職務を代理する。 

７ 専門分科会は，必要があると認めるときは，会議に参考人の出席を求め，意見を聴く

ことができる。 

８ 審議会は，法令に定めがあるもののほか，規則で定めるところにより，専門分科会の

決議をもって，審議会の決議とすることができる。 

９ 前条の規定は，専門分科会について準用する。この場合において，同条中「審議会」

とあるのは「専門分科会」と，「委員長」とあるのは「分科会長」と，「委員の４分の

１」とあるのは「専門分科会の委員の４分の１」と，「委員及び議事に関係のある臨時

委員」とあるのは「専門分科会の委員」と読み替えるものとする。 

 

 

-10-



（審査部会） 

第８条 社会福祉法施行令（昭和33年政令第185号)第3条第1項に規定する審査部会は，

障がい者保健福祉専門分科会に置くものとする。 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は，保健福祉局において処理する。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，規則で定める。 

  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成20年４月１日から施行する。 

 （経過措置) 

２ この条例による廃止前の福岡市社会福祉審議会条例（平成12年福岡市条例第16号。

次項において「廃止前の社会福祉審議会条例」という。）による福岡市社会福祉審議会

並びにその委員長，副委員長，委員及び臨時委員は，それぞれ，この条例の施行の日（次

項において「施行日」という。）において，この条例の規定により置かれた審議会並び

にその委員長，副委員長，委員及び臨時委員となるものとする。 

３ 廃止前の社会福祉審議会条例による福岡市社会福祉審議会に置かれた地域福祉専門分

科会，高齢者福祉専門分科会，障がい者福祉専門分科会及び民生委員審査専門分科会並

びに審査部会並びにそれらの専門分科会長，専門分科会副会長及び専門分科会の委員は，

それぞれ，施行日において，この条例の規定により置かれた地域保健福祉専門分科会，

高齢者保健福祉専門分科会，障がい者保健福祉専門分科会及び民生委員審査専門分科会

並びに審査部会並びにそれらの専門分科会長，副専門分科会長及び専門分科会の委員と

なるものとする。 

４ この条例の施行の際現に委員である者の任期は，平成21年1月20日までとする。 

 （福岡市社会福祉審議会条例等の廃止） 

５ 次に掲げる条例は，廃止する。 

(1) 福岡市社会福祉審議会条例 

(2) 福岡市障がい者施策推進協議会条例（昭和52年福岡市条例第22号） 

(3) 福岡市精神保健福祉審議会条例(平成８年福岡市条例第15号） 
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○福岡市保健福祉審議会条例施行規則 

 

 

(趣旨) 

第１条 この規則は，福岡市保健福祉審議会条例(平成 19年福岡市条例第 11号。以下

「条例」という。)第 10条の規定に基づき，福岡市保健福祉審議会(以下「審議会」

という。)の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

(専門分科会) 

第２条 条例第７条第８項の規定により審議会の決議とする事項は，次の各号に掲げ

る専門分科会の区分に応じ，当該各号に定める事項とする。 

(1) 地域保健福祉専門分科会 社会福祉法（昭和26年法律第 45号）第 107 条に規

定する市町村地域福祉計画に関する事項 

(2) 高齢者保健福祉専門分科会 老人福祉法（昭和38年法律第133 号）第 20条の

８第１項に規定する市町村老人福祉計画に関する事項及び介護保険法（平成９年

法律第123号）第 117条第１項に規定する市町村介護保険事業計画に関する事項 

(3) 障がい者保健福祉専門分科会 障害者基本法（昭和45年法律第 84号）第９条

第３項に規定する市町村障害者計画に関する事項及び障害者自立支援法（平成17

年法律第 123 号）第 88条第１項に規定する市町村障害福祉計画に関する事項 

(4) 健康づくり専門分科会 健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）第８条第２項

に規定する市町村健康増進計画に関する事項 

(5) 条例第７条第２項の規定により置かれた専門分科会 あらかじめ審議会の委

員長が定めた事項 

２ 専門分科会長は、専門分科会における調査審議の結果を審議会の委員長に報告す

るものとする。 

(部会) 

第３条 専門分科会長が必要と認めるときは，専門分科会に部会を置くことができる。 

２ 部会の委員は，専門分科会に属する委員及び臨時委員のうちから専門分科会長が

指名する。 

３ 部会に部会長及び副部会長を置き，部会の委員の互選によってこれを定める。 

４ 部会長は，部会の会務を総理する。 

５ 副部会長は，部会長を補佐し，部会長に事故があるとき，又は部会長が欠けたと

きは，その職務を代理する。 

(審査部会) 

第４条 条例第８条に規定する審査部会は，次に掲げる事項を調査審議す

るものとする。 

(1) 社会福祉法施行令(昭和 33 年政令第 185 号)第３条第１項に規定

する身体障がい者の障がい程度の審査 
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(2) 身体障害者福祉法（昭和 24 年法律第 283 号）第 15 条第 2 項に

規定する医師の指定に当たっての意見 

(3) 更正医療を担当する医療機関の指定等に当たっての意見 

２ 前条第３項から第５項までの規程は，審査部会について準用する。 

 (規定外の事項) 

第５条 この規則に定めるもののほか，審議会の運営に関し必要な事項は，審議会の

委員長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，平成 20年４月１日から施行する。 

（福岡市社会福祉審議会条例施行規則の廃止） 

２ 福岡市社会福祉審議会条例施行規則（平成 12年福岡市規則第 99号）は，廃止す

る。 
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５ 高齢者実態調査結果の概要 

 

福岡市に在住する高齢者などの保健福祉に関するニーズや意識などを把握すること

を目的として，平成２２年１１月に「福岡市高齢者実態調査」を実施した。 

 

調査対象者 有効回答

高齢者一般調査
5,000人
市内在住の60歳以上の方から無作為に抽出

2,939人
(58.8%)

在宅サービス
利用者調査

5,000人
市内在住の要介護認定者のうち，介護保険在宅サービスを利用
している方から無作為に抽出
※第２号被保険者（40～64歳）含む

2,939人
(58.8%)

在宅サービス
未利用者調査

3,000人
市内在住の要介護認定者のうち，介護保険在宅サービスを利用
していない方から無作為に抽出
※第２号被保険者（40～64歳）含む

1,588人
(52.9%)

施設等サービス
利用者調査

1,500人
介護保険施設やグループホームに入所中の方から無作為に抽出
※第２号被保険者（40～64歳）含む

990人
(66.0%)

865人　（悉皆調査）
福岡市内の居宅介護支援事業所に所属する介護支援専門員

493人
(62.1%)

調査種別

高
齢
社
会
に
関
す
る
調
査

介護支援専門員調査

 

（１）健康状態 

健康状態については，「健康で普通に生活している」（44.0％），「何らかの病気は

あるが，日常は自立，外出もひとりでできる」（45.9％）と約９割の人は概ね健康

で自立していますが，加齢にしたがい何らかの病気や障がいを抱えている人の割合

が高くなっている。 

【健康状態】
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健
康
で
普
通
に
生
活

し
て
い
る　
　
　
　

家
の
中
で
は
自
立
、

外
出
要
介
助　
　
　

日
中
も
ベ
ッ
ド
の
上

が
主
体　
　
　
　
　

１
日
中
ベ
ッ
ド
の
上

無
回
答

％

H19 H22
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（２）住宅の状況 

現在の住まいの状況については，一戸建てやマンションの持ち家所有が 68.6％。

一人暮らしの場合，持ち家所有は 41.8％で，借家や賃貸マンション，アパートなど

の賃貸住宅住まいは 54.1％。 

また，全体の約半数は現在の住まいで「老朽化している」「バリアフリー化されて

いない」「家賃が高い」など何らかの困ったことを抱えている。 

 

【住居形態】

21.2
17.1

3.3 3.1 1.3 1.3

47.9

25.3
20.7
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ホ
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無
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％

H19 H22

 
 

【住まいで困っていること】（複数回答）

18.9
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H19 H22
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（３）近所との交流 

近所の人たちとの交流については，「話や訪問しあう人がいる」（15.6％）と「悩

みや困ったときに頼みあうほどの人がいる」（6.6％）を合わせた 22.2％の人は地域

での人間関係が築けている。 

一方，「ほとんどつきあいがない」（9.6％）と「道で会えばあいさつする程度」

（31.1％）を合わせた 40.7％の人は交流が希薄で，地域コミュニティの結びつき

が弱い状況となっている。 

 

【近所とのつきあい】
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（４）仕事 

現在仕事をしている人は 30.2％（前回 28.2％）。仕事をしている理由は，「生活

のため」が 61.0％で最も多く，次いで「自分の能力を活かしたいから」（10.7％），

「健康のため」（9.9％）となっている。 
 

【就労状況】
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【仕事をしている理由】（H19は複数回答）
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-17-



 

（５）ボランティア活動 

現在ボランティアをしている人は 11.4％（前回 11.4％）。ボランティア活動への

参加状況は，「月１回程度」が 30.4％で最も多く，次いで「週１回程度」（20.0％），

「週２～３回程度」（15.5％）となっている。 

活動の内容は，「地域の自治活動」が 46.9％で最も多く，次いで「高齢者を支援

する活動」（29.0％），「子ども・青少年を支援する活動」（21.8％）となっている。 

また，現在ボランティア活動をしていない人のうち，27.3％の人が参加意欲を持

っている。 

 

【ボランティア活動の頻度】
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【ボランティア活動の内容】（複数回答）

33.6

25.3

13.1 11.9 9.4 6.7
- -

13.1
6.1

17.0
21.8

8.4 10.4
3.6 4.8

46.9

3.6
7.8

4.8

28.929.0

0

10

20

30

40

50

60

環

境

に
関

す

る
活

動

高
齢

者
を

支
援
す

る

活

動　
　

　
　
　

　

子

ど
も
・
青
少
年

を

支

援
す

る

活
動　

　
　

障

が
い

児

・
者
を　

支

援
す

る

活
動　

　
　

文

化

・
伝

承
活
動

一

般
を
対

象
と
し

た

ス

ポ
ー
ツ

・
レ
ク

リ

エ

ー
シ
ョ

ン
指
導　
　

国

際
交
流

・
国
際

協

力

活
動　

　
　
　

　
　

地

域
の
自

治
活
動

募

金
や

古

切
手
な

ど

の

収
集　

　
　
　

　
　

そ

の
他

無
回
答

％

H19 H22
 

-18-



 

（６）心配ごとや悩みごと 

現在の心配ごとや悩みごとは「自分の健康状態」が 50.1％で最も多く，次いで「家

族の健康状態」（30.3％），「生活費等経済的なこと」（22.2％），「住宅関係」（17.4％）

となっている。 

【心配ごとや悩み】（複数回答）
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（７）介護が必要になったときどのようにしたいか 

介護が必要になったときは，「在宅で家族の介護と介護サービスを併せて介護を受

けたい」「施設に入所したいが，在宅サービスが充実すれば在宅で生活したい」「在

宅で介護サービスを中心に介護を受けたい」「在宅でできる限り家族の介護を受けた

い」を併せて 58.5％が在宅で生活したいと思っている。 

【介護が必要になったときどのようにしたいか】
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（８）行政への要望 

高齢者保健福祉施策の充実に向けて行政に特に力を入れてほしいのは「自宅に住

みながら受ける介護保険サービス」が 43.４％で最も多く，次いで「認知症やひと

り暮らしなど，援護を必要とする人への施策」（39.5％），「施設に入居して受ける

介護保険サービス」（23.7％）など，介護などの援護を要する人に対するサービス

の充実が上位となっている。   

【行政への要望】（複数回答）
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（９）日頃の主な介護者 

介護保険の在宅サービスを利用されている方と利用されていない方について，日

頃の主な介護者について尋ねたところ，高い順に介護が必要な方の「娘」「妻」「夫」

「息子」となっている。 

在宅サービス未利用者では「妻」や「夫」による介護の割合が在宅サービス利用

者より高くなっている。 

 

【日頃の主な介護者】（在宅サービス利用者）
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【日頃の主な介護者】（在宅サービス未利用者）
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（10）介護保険制度について 

介護保険制度ができてよくなったことは「老後の生活に安心感ができたこと」が

25.1％で最も多く，次いで「いろいろなサービスを受けることが出来るようになっ

たこと」（18.8％），「ケアマネジャーなどに介護などの相談ができるようになった

こと」（13.1％）などがあげられており，全体の 44.9％が介護保険の利点をあげて

いる。 

一方，不満に思うことは「保険料が高いこと」が 30.3％と最も高く，次いで「介

護認定の申請がわずらわしいこと」（18.2％），「介護サービス事業者について，情

報が少ない，わかりにくい，不安があること」（16.7％）などがあげられている。 

 

【介護保険制度ができてよくなったこと】（複数回答）
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【介護保険制度について不満に思うこと】（複数回答）
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（11）在宅サービスを利用していない理由 

要介護認定を受け，介護保険の在宅サービスを利用していない方にその理由を尋

ねたところ，「家族の介護で足りているから」が 39.7％で最も高く，次いで「いざ

という時のために要介護認定を受けただけ」（22.8％）となっている。  

 

【在宅サービスを利用していない理由】（複数回答）

38.3

21.9

13.5 12.0
9.9 8.8 7.6 6.2

2.3 1.1 0.9
5.1

8.2

22.8
18.1

10.7 9.1 9.2 8.6 6.9 6.4
2.0 0.6 0.3

5.9
10.1

25.1

39.7

0

10

20

30

40

今
は
家

族
介

護
で

足

り

て
い

る

か
ら　

　

い

ざ
と
い
う

時
の

た

め

に
要

介
護

認

定

を

受

け

た

だ
け　
　

　
　

入

院
し

て
い

る

か
ら

リ

ハ
ビ

リ
や

訪
問

介

護

な
ど

を
利

用
し

て

い

て
足

り
る

か
ら　

サ

ー
ビ

ス
の
内
容

や

手
続
き

が
よ
く

わ

か

ら

な
い

か
ら　
　

　
　

他

人
を

家

に
入

れ

た

く

な
い

か
ら　
　

　

デ

イ
サ

ー
ビ

ス
な

ど

に

通
う

の
は

わ
ず

ら

わ
し
い

か
ら　
　

　
　

利

用
料

金
の

負
担

が

大

き
い

か
ら　
　

　
　

利

用
し

た
い

と
思

う

サ

ー
ビ

ス
が

な
い

か

ら　
　

　
　

　
　

　
　

施
設

に
入
所

し

た
い

か
ら　

　
　

　
　

　
　

近

所

の
目

が
気
に

な

る

か
ら　
　

　
　

　

介

護
保

険
以

外
の
福

祉
サ
ー

ビ
ス

で
間

に

合

っ
て

い
る

か
ら　
　

そ

の
他

無

回
答

％

H19 H22

 

 

（12）介護保険施設等を選ぶときに重視する点 

現在，介護保険施設等に入所している方に施設等を選ぶときに重視する点を尋ね

たところ，「自宅や親族の家に近い」が 69.9％で最も高く，次いで「職員の態度，

対応」（53.0％），「費用が安いこと」（42.5％）「医療・リハビリの体制が整ってい

る」（41.8％），「設備などが整っている」（34.1％）となっている。 
 

【施設等を選ぶときに重視する点】（複数回答）
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（13）買い物 

食料品や日用品などの買い物の際に困っていることは「特になし」が 67.5％で大

半を占めるが，困っていることとしては「重たい物が持てないため１度に少量しか

購入できない」が 13.1％，「スーパーやコンビニなどの買い物場所が近くにない」

が 8.6％となっている。 

【買い物で困っていること】（複数回答）
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い

物

を

手

伝

っ

て

く

れ

る

人

が

い

な

い

そ

の

他

特

に

な

し

無

回

答

％

 

 

 買い物の際に困っていることで「スーパーやコンビニなどの買い物場所が近くに

ない」を選んだ方にスーパーやコンビニなどまでの時間を尋ねたところ，「15 分以

内」が 26.9％，「20 分以内」が 24.1％となっている。 

 

【スーパーやコンビニなどまでの時間】（複数回答）

7.9

26.9
24.1

11.9

15.8

11.5

2.0

0

20

40

１

０

分

以

内

１

５

分

以

内

２

０

分

以

内

２

５

分

以

内

３

０

分

以

内

３

０

分

以

上

無

回

答

％
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（14）孤立死 

自身が孤立死する可能性は，「ほとんど可能性はない」が 52.9％で最も高く，次

いで「わからない」（26.7％）となっている。  

 

【孤立死の可能性】

52.9

13.7

4.3

26.7

2.3

0

20

40

60

ほ

と

ん

ど

可

能

性

は

な

い　

　

　

　

　

　

多

少

の

可

能

性

は

あ

る　

　

　

　

　

　

　

十

分

可

能

性

は

あ

る

わ

か

ら

な

い

無

回

答

％

 

 

 自身が孤立死する可能性で「多少可能性はある」「十分可能性はある」を選んだ

方に主な理由を尋ねたところ，「ひとり暮らしだから」が 58.2％で最も高く，次

いで「近所とのつきあいが少ないから」が 28.2％となっている。 

 

【孤立死の可能性が有ると思う主な理由】（複数回答）

58.2

17.8

28.2

7.0
12.7

3.4
8.5

4.2

0

20

40

60

ひ
と
り

暮
ら

し
だ
か
ら

親

族
と
の

つ

き

あ
い
が

少
な
い
か
ら　
　
　
　

近
所
と
の

つ

き

あ
い
が

少
な
い
か
ら　
　
　
　

あ
ま
り
外
出

し
な

い

か

ら　
　
　
　

　
　
　
　

特

に
理

由
は

な
い

わ
か
ら
な
い

そ
の

他

無
回
答

％
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孤立死防止策として必要と思うものは「親族との電話やメールでの連絡」が

50.8％で最も高く，次いで「緊急通報システム」が 47.4％，「ご近所の見守り」

が 30.3％となっている。 

    

  

【孤立死防止策で必要なもの】（複数回答）

47.4

20.2 18.5

11.2

30.3

14.0

50.8

4.4
9.0

6.2

0

20

40

60

緊
急

通
報
シ

ス

テ

ム

声
の

訪
問

介
護

サ
ー

ビ
ス

の

利

用

通
院

ご
近

所
の

見
守

り

高

齢
者
の

サ
ロ

ン

へ
の

参
加　
　
　
　

　
　
　

親
族

と
の

電
話

や

メ
ー

ル
で
の

連

絡　

　
　
　

牛

乳
や

乳
酸

飲

料

の
配

達　
　
　
　
　

　
　
　

わ

か
ら
な
い

無

回
答

％
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（15）災害時・緊急時の避難 

災害時や緊急時に，一人で避難することができるかは「避難できる」が 81.5％で

最も高くなっている。手助けを頼める人は「常時いる」が 50.3％，次いで「時間帯

によってはいる」が 30.3％となっている。  

 

【災害時の避難】

81.5

6.6 3.7 7.0
1.3

0

20

40

60

80

100

避

難

で

き

る

ひ

と

り

で

判

断

で

き

る

が

避

難

は

で

き

な

い　

　

　

　

　

　

　

ひ

と

り

で

判

断

も

避

難

も

で

き

な

い　

　

わ

か

ら

な

い

無

回

答

％

 

【災害時に手助けを頼める人】

50.3

30.3

11.5
6.4

1.6

0

20

40

60

常

時

い

る

時

間

帯

に

よ

っ

て

は

い

る　

　

　

　

　

　

い

な

い

わ

か

ら

な

い

無

回

答

％
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災害が起きたときの心配事や問題点を尋ねたところ「心配はない」が 50.1％で最

も高くなっている。心配事・問題点としては「避難情報がわからない・伝わりにく

い」が 21.5％，次いで「家が古い」が 13.4％，「避難することが難しい」が 8.8％

となっている。  

【災害が起きた時の心配事・問題点】（複数回答）

8.8

21.5

13.4

2.1 2.9 2.4

50.1

7.8

0

20

40

60

避

難

す

る

こ

と

が

難

し

い　

　

　

　

　

　

避

難

情

報

が

わ

か

ら

な

い

・

伝

わ

り

に

く

い　

　

　

　

　

　

　

家

が

古

い

崖

崩

れ

や

浸

水

の

恐

れ

な

ど

が

あ

る　

　

同

居

の

家

族

が

動

け

な

い　

　

　

　

　

　

そ

の

他

心

配

は

な

い

無

回

答

％

 

 

災害が起きたときの心配事や問題点で「避難することが難しい」を選んだ方に避

難することが難しい理由を尋ねたところ「避難所へ一人で行けない」が 51.4％，次

いで「自己の状態から避難生活が困難」が 30.9％，「避難情報が入手困難」が 30.5％

となっている。  

【避難することが難しい理由】（複数回答）

30.5

17.4
12.4

51.4

14.3

30.9

2.3 5.0

0

20

40

60

避

難

情

報

が

入

手

困

難　

　

　

　

　

　

　

避

難

所

が

遠

い

避

難

所

ま

で

の

経

路

が

危

険　

　

　

　

　

避

難

所

へ

ひ

と

り

で

行

け

な

い　

　

　

　

避

難

所

の

共

同

生

活

を

し

た

く

な

い　

　

自

己

の

状

態

か

ら

避

難

所

生

活

が

困

難　

そ

の

他

無

回

答

％
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（16）個人情報の共有 

市が保有する情報の関係機関との共有については「防災，防犯のためなら必要最

小限の範囲で個人情報を共有・活用してもよい」が 50.5％で最も高く，次いで「防

災，防犯のためなら積極的に個人情報を共有活用すべき」で 21.7％となっており，

７割の人が個人情報を共有・活用することに肯定的な意見を持っている。  

 

【市が保有する情報の関係機関との共有】

21.7

50.5

6.6

17.4

3.8

0

20

40

60

防

災

，

防

犯

の

た

め

な

ら

積

極

的

に

個

人

情

報

を

共

有

・

活

用

す

べ

き　

　

　

　

　

防

災

，

防

犯

の

た

め

な

ら

必

要

最

小

限

の

範

囲

で

個

人

情

報

を

共

有

・

活

用

し

て

も

よ

い　

　

　

　

　

　

防

災

，

防

犯

の

た

め

で

も

個

人

情

報

を

共

有

・

活

用

し

な

い

方

が

よ

い　

　

　

　

　

わ

か

ら

な

い

無

回

答

％
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6 「特別養護老人ホーム利用申込者実態調査」の概要（速報） 

 

 

１．調査の目的 

  市内特別養護老人ホームの利用申込者に対し，心身の状況や介護力，入所希望理由等

の実態調査を実施し，利用申込者が求めているニーズの把握や必要な支援について検討

を行う。 

 

 

２．調査の概要 

調査対象者 調査票発送日 調査票回収 

平成 22 年４月１日現在，福

岡市内の特別養護老人ホーム

（47 カ所）に利用申込みをし

ている方（悉皆調査） 

平成 23 年１月 14 日 ～平成 23 年２月 28 日

 

 

３．回収結果 

調査票 

送付数 

有効調査票

送付数（A） 

回答数

（B） 

回答率 

（B）/（A）

5,950 5,323 4,234 79.5％ 

※調査票送付数（＝利用申込者数）については，H22.4.1 現在，7,517 人と公表していたが， 

今回の調査で改めて「名寄せ」等を行った結果による数。 

※有効調査票送付数は，調査票送付数から，宛先不明で返送された数（627 件）を差し引いた数。 

※回答数には，本人等から電話連絡のあった数（602 件）を含む。 

 

４．調査結果について 

○ 現在，調査データの整理，分析中。３月末を目途にホームページ等で公表予定。 
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高齢者数及び高齢化率の推移

121,860 125,065 127,403 130,000
154,700

95,271 100,620 105,380
120,200

132,300

26.2%

23.4%
22.1%21.5%

20.8%

15.7%
16.2% 16.6%

17.6%

20.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ23 Ｈ26

人

0.0%
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10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

前期高齢者数(本市)６５～７４歳 後期高齢者数(本市)７５歳以上

高齢化率(全国) 高齢化率(本市)

　  ※H18～H21は実績値。H22～H26は推計値。
  　※H18の要支援には経過的要介護を含む。

要介護認定者と認定率の推移

10,362 11,692 13,445 13,866 14,950 15,660 17,660

31,189

38,400
33,660

30,208
32,290

31,12230,783

19.5%
19.7%19.2%

18.7%18.8%18.8%
19.1%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000
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（人）
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7 本市の現行施策と国の動向等について 

現状と課題 

高齢者人口，高齢化

率とも今後，急増！！ 

高齢者世帯の状況

17,708 25,357
36,695 45,461

17,889

24,786

32,356

38,881
45,564

50,567

55,846

62,392

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

Ｈ２ Ｈ７ Ｈ12 Ｈ17

高齢単身世帯 高齢夫婦世帯 左記以外の６５歳以上親族のいる世帯

217％ 

対平成２年伸び幅 

256％ 

136 ％

単身高齢者及び高

齢者夫婦世帯の伸

びが顕著！！ 

要介護認定者

の増加！！ 

現行計画の施策体系（H21～23 年度） 

 

■基本的理念 

 ・地域包括ケアの一層の推進 

国が示す第５期計画の基本的な考え方 

【基本理念】 

■要介護者等の実態の把握 

 ・日常生活圏域ニーズ調査の積極的な実施 

■今後地域で必要と考えられる以下の４事項について，地方自治体が地

域の実情に応じて優先すべき重点事項を選択して取り組むことができる

ように計画の記載事項に追加（任意） 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 認知症支援策の充実 

（例：喫緊の課題である認知症について対策充実を図るため地域にお

ける的確なニーズの把握と対応，サポート体制の整備等） 

② 在宅医療の推進 

（例：市町村における医療との連携の工夫，医療サービスに関する計

画との調和等） 

③ 高齢者に相応しい住まいの計画的な整備 

（例：高齢者の住まいに関する計画との調和，サービス付き高齢者住

宅の供給目標の記載等） 

④ 生活支援サービス（介護保険外サービス） 

（例：見守り，配食，買い物等，多様な生活支援サービスの確保等）

【関連する計画等】 

・福岡市 新・基本計画 

2015 年に向けた福岡の都市づくり、都市経営の基本方向 

・福岡市保健福祉総合計画（Ｈ23～27 年度） 

平成 23 年度中に次期総合計画策定予定 

地域保健福祉専門分科会にて検討中 

・健康日本 21 福岡市計画（Ｈ18～24 年度） 

・高齢者居住安定確保計画（検討中） 

高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給目標に関する事項等を定める 

 

■参酌標準の撤廃（Ｈ22.10.7 改正済） 

 37％参酌標準を廃止することになったが，介護保険制度の基本的考え

方として在宅サービスと施設等サービスとのバランスのとれた整備を進

めるという方針を変更するものではなく，あくまで地方分権の趣旨等を

踏まえ，より地域において，その実情に応じた基盤整備が責任を持って

行えるようにしたもの 

■介護療養病床の転換期限の見直し 

 現在存在するものについては，一定期間転換期限を延長 

■医療と介護の連携強化 

「２４時間対応の定期巡回・随時対応サービス」，小規模多機能型居宅

介護と訪問看護を一体化した「複合型サービス」の創設 

■保険料の上昇の緩和 

 財政安定化基金の本来の目的に支障をきたさないための必要な見込額

を残して，余裕分を第１号保険料の上昇の緩和等に活用 

国の動向 

高齢者一人ひとりが，生きがいを持ち尊厳を保ちながら住み慣れた 
地域で自立した生活を安心して続けることができる地域社会の形成 

健康でいきいきとした豊かな 
シニアライフの実現

地域生活支援体制の充実 

要援護高齢者の総合支援の充実 

【取り組みの視点】 【施策区分】

社会参加活動への支援 

社会参加活動の環境整備 

就業機会の確保 

健康づくりの推進 

介護予防の推進 

在宅生活支援の充実 

施設・居住系サービスの充実

介護サービスの質の確保・向上

認知症高齢者の支援体制の充実

権利擁護の推進 

総合相談機能の充実 

地域ネットワーク体制の構築

高齢者居住支援 安全・安心な生活環境の向上 

人に優しいまちづくりの推進

国の基本指針の改正 ６月頃を予定 
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資料２ 

 

 
 
 
 
 
 

福岡市高齢者保健福祉計画の実施状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 



○　今年度・来年度の主な取り組み等

【基本理念】

【取り組みの視点】 【施策区分】

施設・居住系サービス
の充実

人に優しいまちづくり
の推進

権利擁護の推進

総合相談機能の充実

地域ネットワーク体制
の構築

高齢者居住支援

地域生活支援体制の
充実

(３)
安全・安心な生活環境
の向上

介護サービスの質の
確保・向上

認知症高齢者の支援
体制の充実

(２)
要援護高齢者の総合
支援の充実

高齢者一人ひとりが，生きがいを持ち尊厳を保ちながら住み慣れた
地域で自立した生活を安心して続けることができる地域社会の形成

【報告事項等】

社会参加活動への支援

社会参加活動の環境
整備

(１)
健康でいきいきとした
豊かなシニアライフの
実現

就業機会の確保

健康づくりの推進

介護予防の推進

在宅生活支援の充実

  二次予防事業対象者（旧：特定
  高齢者）について

  福岡市介護サービス評価事業につ
　いて
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（１）健康でいきいきとしたシニアライフの実現 

 

二次予防事業対象者（旧：特定高齢者）について 

 
 
 平成 22 年 8 月 6 日付厚生労働省の地域支援事業実施要綱改正を受けて、平成 22 年 11
月 1 日より本市において下記のとおり変更を行った。 
 
１ 名称について 

（旧）要支援・要介護認定者を除く 65 歳以上の全高齢者を「一般高齢者」、一般高齢者

のうち、生活機能の低下があり要介護状態となるおそれがある高齢者を「特定高

齢者」と定義 
（新）一般高齢者を「一次予防事業対象者」、特定高齢者を「二次予防事業対象者」と変

更。なお、市民には、介護予防教室等の事業名を広くアピールしていくため、「介

護予防教室対象者」等の事業名で説明を行う 
 
２ 二次予防事業対象者の決定方法について 

（旧）基本チェックリストで国が示す基準に該当した者のうち、医師による診察（介護

予防健診）で「二次予防事業への参加が望ましい」と判定された者 
（新）基本チェックリストで国が示す基準に該当した者 

    ※対象者の条件が緩和され、事業参加が容易となったため、今後さらなる利用者

増に努めていく 
 
３ 二次予防事業対象者の把握について 

平成２２年度までは、介護予防健診（生活機能評価）を医療機関や各区保健福祉 

センターで実施していたが、３月末で終了し、２３年度からは、基本チェックリ 

ストを郵送配布・回収する。 

（平成 23 年度は、対象者を 68・70・72・74・76 歳に絞って実施予定） 

また、市ホームページ等からの把握（基本チェックリストを掲載予定）も行う。 

 
※ 下記の把握方法については、２３年度も引き続き実施していく。 
（１）いきいきセンターふくおか及び区地域保健福祉課の地域活動による把握 
（２）要介護認定の非該当者 
（３）民生委員、医療機関、薬局等からの情報提供 
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（２）要介護高齢者の総合支援の充実 

 

「福岡市介護サービス評価事業」について 

 

 

１．介護サービス評価システムの概要及び背景 

○ 介護サービス評価システム（第三者評価制度）とは，事業者の提供するサービスの質を当事者

（事業者及び利用者）以外の公正・中立な第三者機関が，専門的かつ客観的な立場から評価する

制度である。 

○ 本市では，個々の事業者が事業運営における具体的な問題点を把握し，サービスの質の向上に

結びつけること及び利用者の適切なサービス選択に資する情報を提供することを目的に平成

１４年１０月から介護サービス評価事業を開始した。 

 

 

２．福岡市介護サービス評価事業の概要 

（１）運営主体 

「介護サービス評価センターふくおか」（設置・運営：福岡市社会福祉協議会） 

 

（２）評価基準 

○ 介護保険法における「運営に関する基準」をもとに，介護サービス提供の基礎的な部分を評

価する基準として，各サービスごとに，７０項目程度の第三者評価項目，３０項目程度の利用

者評価項目，１０項目程度の利用者満足度評価項目を策定している。 

 

（３）認証 

○ 評価を受けた事業所が，一定水準以上（全評価項目について市が定める最低基準をクリアし

ていること及び評価項目の８５％以上が一定の質を確保するための水準を満たしていること）

であると認められる場合には，認証マークの交付を行っている（認証期間は，２年間）。 

 

（４）評価支援事業補助金 

○ 介護サービス評価事業の普及と市民への的確な情報の提供は福岡市（保険者）に課せられた

責務であるとの考えから，評価費用等の負担を行った。 

【評価料負担軽減補助（評価を受けようとする事業所に対する負担軽減補助）】 

・評価料     １事業所あたり２０万円 

・負担軽減補助  居宅サービス １７万円（事業所負担３万円） 

施設サービス １４万円（事業所負担６万円） 

 

  

３．介護サービス評価事業が抱える課題について 

（１）事業実績 

   ・認証事業所数（累計）（H22.12.31 現在）２７７事業所（再受審を除いた数） 

   ・認証期間中事業所  （H22.12.31 現在） ８４事業所 
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（２）諸課題 

① 介護サービス評価事業を受審する事業所が平成１７年度をピークに減少傾向にある。 

【認証事業所数（年度）】 

・平成１７年度 １２９件（最大）＜平成２１年度 ４９件＞ 

② 事業規模の小さい事業所の受審率が低い。 

   ○ 介護サービス事業所数が１～２の比較的規模の小さい法人数は，全体の７割以上であるが，

その認証率（受審率）は３％に満たず，規模の大小による介護サービス評価事業の受審率の

差が大きい。 

【法人数別認証率】 

法人数 認証法人 同一法人の

事業所数 数（A） 割合 数（B） 認証率（B）/（A） 

１ ２５６ 43.9％ ３ 1.2％ 

２ １６０ 27.4％ ４ 2.5％ 

３ ６１ 10.5％ ６ 9.8％ 

４以上 １０６ 18.1％ ２６ 27.3％ 

計 ５８３ 100％ ３９ 6.7％ 

③ 県において，福祉サービス第三者評価事業が実施されている。 

○ 福岡県においては，平成２０年３月から，福祉サービス第三者評価事業が開始されている。 

 

（３）介護保険事業者に対するアンケート調査の結果 

○ 比較的事業規模の小さい法人（１～２事業所）及び介護サービス評価事業の認証事業所の介

護保険事業者を対象（市内の計 100 事業所を無作為抽出）に，介護サービス評価事業のほか，

本市で実施している研修事業の受講の状況などについて，アンケート調査を実施した。 

○ アンケート調査結果から，本市が実施する研修について，事業所の職員体制が整えられない

ため，研修を受けたくても受けられない，研修日時の調整や直接出向いて実施してほしいとす

る意見が目立った。 

○ 認証事業所からは，介護サービス評価事業を受審することにより，職員の資質向上につなが

る“気づき”があったとする意見が多かった。 

 

 

４．今後の進め方 

 上記１～３の状況を踏まえ，介護サービス評価事業については，以下のとおり，見直しを進める。 

○ 介護サービス評価事業については，類似する制度が開始，拡充されている状況等に鑑み，平成

２２年度末をもって，本事業の新規募集を停止することとする（認証期間が２年間であるため，

平成２４年度末まで，ホームページ等の運用は継続）。 

○ なお，介護サービス評価事業の趣旨・目的やこれまで培ってきたノウハウを活かすため，実施

方法等について簡素化を図り，介護保険事業者向け研修講座の一つとして実施することで，引き

続き，介護サービスの質の確保・向上に取り組む。 
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資料３ 

 
 
 
 
 
 
 

国の動向について 
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